



― 裁量基準をまとめた『問答集』に着目して ― 
 
Practice of Formulating Discretionary Standards for 
Prefectures and the Designated Cities  
in the Public Assistance Systems:  
Focusing on the “Question and Answer Collection”  
that Summarizes the Discretion Standards 
 


























現場裁量との関係は実証されていない（曽原 1977；牛沢・鈴木 2004；玉田 2005；





























































































2018（平成 30）年 11 月に質問紙の郵送により実施した。調査対象としたの





























































表 1 策定している地方マニュアルと重視するもの 
 策定 重視  参考値※ 
問答集 14  8   39 
債権管理 11  5   30 
介護扶助  7  3   16 
査察指導  7  3    6 
医療扶助  6  5   14 
自動車保有  5  2    8 
暴力団対策  5  0    3 
課税調査  4  2    3 
不正受給防止  4  1    3 
代理納付  4  0    4 
実施要領  3  2   22 
通知集  3  0    2 
扶養照会  3  0    3 
保護費取扱  3  0    3 
通院移送費  3  0    2 
経理事務  2  0    2 
援助方針  1  0    4 
その他  8  1    8 




有効回答 22 のうち、問答集を「策定済」と回答したのが 63.6%（14）、「未
策定」と回答したのが 36.3％（8）であった。設問②から⑨までは策定済の、設
問⑩は未策定の都道府県等に回答を求めた。以下、「策定目的」から「配布先」





















表 2 問答集の策定目的 
 該当 重視 
日常業務における疑問の解消 12 10 
統一した判断基準（目安）を示す 12 10 
生活保護制度の正しい理解 12 6 
実施要領等の解釈（解説）を示す 11 7 
他法他施策の正しい理解 10 2 
漏給（支給漏れ）の防止 8 0 
濫給（不正・不適正支給）防止 7 0 
関係資料の整理（『生活と福祉』等） 4 1 
相談者の立場の理解 2 0 
面接技術等の専門性向上 1 0 
利用者の権利保障 1 0 


















































表 3 問答集策定時の参考資料 
資料名 該当 重視 
『生活保護手帳』 14  
『生活保護別冊問答集』 14  
『生活保護関係法令通知集』 14  
『全国生活保護関係係長会議資料』 11 7 
『保護の手引き』 4 2 
雑誌『生活と福祉』 11 5 
『生活保護百問百答』 1 0 
法律雑誌（判例タイムズ、判例時報等） 0 0 
木村忠二郎『生活保護法の解説』 1 0 
小山進次郎『生活保護法の解釈と運用』 8 5 
池谷秀登『生活保護ハンドブック』 1 0 
栃木県弁護士会『生活保護法の解釈と実務』 0 0 
日弁連『生活保護法的支援ハンドブック』 1 0 
森川清『権利としての生活保護法』 0 0 




























































































































































































































































ている。北海道行政不服審査会（諮問番号：平成 29 年度諮問第 26 号、答申番号：
平成 29 年度答申第 31 号）。 
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/bsh/h29gyofukutousin31.pdf. 
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